平成25年度茨城県総合がん対策推進会議の開催結果
１　日　時：平成25年11月11日（月）15:00～16:50
２  場　所：全国町村会館2階第2会議室
（東京都千代田区永田町1-11-35）

３　出席者：飯田委員、垣添委員（議長）、片野田委員、小松委員、
志真委員、永井委員、水野委員、八木委員（50音順）、
事務局　８名

４　議題・配布資料

（１）平成24年度がん対策関連事業の実績について　　　　　　　

（２）平成25年度がん対策関連事業について　　
（３）茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－の進捗管理について　　　　　　　
（４）新たながん診療提供体制について　　　　　　　
【資料１】　平成24年度がん対策関連事業について

【資料２】　平成25年度がん対策関連事業について

【資料３】　茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－年次別行動計画

【資料４】　がん診療連携拠点病院の指定要件の見直しと今後の対応について

【参考資料】「茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－」目標項目一覧

【参考資料】「茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－」

冊子・ダイジェスト版

【参考資料】平成25年第3回定例会　がん対策関係答弁
５　議事録

＜委員＞
　　がん認定看護師は増えているのか、今年度は何名の看護師に助成予定なのか。
●事務局
　　県の方で育成支援事業として助成を始め、医療機関に働きかけたことにより増加しており、今年度は10名に助成予定である。
＜委員＞
　　新規の放射線治療機器緊急整備事業は今年度限りのものなのか。また、今年度の補助対象の医療機関の選定基準は何か。
●事務局
　　地域医療再生基金を利用した補助事業であるため今年度限りである。国において、平成19～20年度に放射線治療機器整備に関する補助事業が用意されたが、補助要件である機器購入後10年以上経過していることを満たさず補助を受けられなかった医療機関を対象としている。
＜委員＞
　　ｅ－ラーニングがん医療従事者養成事業費が平成25年度の予算計上がないのはなぜか。
●事務局
　　平成22年度から県医師会に助成を行ってきたが、事業開始から3年経過し、県医師会で運営できるようになってきたため、今年度からは助成せず県医師会独自で事業を行って頂くことにした。
　　年間で数百人レベルの医師等が利用している状況である。
＜委員＞
平成24年度から平成25年度の予算の増加は、先程お話しのあった放射線治療機器整備のハードの事業費３億が大きかった。来年度からはそちらもなくなってしまうと言うことで、今後、県としては、機器整備のハード事業と、人材育成支援などのソフト事業とのバランスをどのようにとっていこうと考えているのか。
●事務局
　　ハード事業とソフト事業のバランスをうまく組み合わせてやっていきたい。今年度は、第三次計画が出来、その中で目標になっている施策について、26年度に向けて現在ソフト事業を中心に重要政策として予算要求を行っているところである。
＜委員＞
　　具体的にはどのような内容なのか。
●事務局
　　ひとつは、がん教育関連、もうひとつはコール・リコールの手法を取り入れた検診受診率をアップするための事業である。このほかに、就労支援対策と言うことで、患者さんの就労に関するアンケートを行い県内の状況を把握して参りたいと考えている。
＜委員＞
３億の予算ベースをさらに削ってしまうと言うことなのか。また予算要求の結果はいつ頃判るのか。
●事務局
　　今年度の放射線治療機器整備の3億3千万を除いた約3億は来年度も確保しつつ、さらにこれに加えて、重要施策での予算を計上をしたいと考えている。予算要求の結果は、最終的には３月の県議会で承認されてからになる。
＜委員＞
　　がん教育はどういったことを考えているのか。
●事務局
　　学校教育については教育庁が所管部署であり、そちらと連携しながら、がん教育を推進していくことを検討している。
　　9月の県議会でがん教育についての質問が出され、教育長が保健予防課と連携して進めていくと答弁した。


＜委員＞
　　在宅療養支援に関して、今年度から医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会で３ヶ月に1度、様々な分野について協議することとなった。　在宅医療等協議事項を提供して欲しい。医師会としては、今後は在宅医療、在宅療養の方向に流れがあると認識しており、関係機関と連携して在宅医療にしっかり取り組みたいと考えている。
●事務局
　　県の保健医療計画でも在宅医療の推進を掲げているが、これまで行政としてはあまり関与していなかった領域であり、今後取り組んでいくことになる。
＜委員＞
　　この在宅療養支援体制の推進については、医師会の理解と行政の熱意の両方が必要であり、しっかり取り組んで頂きたい。
＜委員＞
　　緩和ケア研修会フォローアップ研修会の目標の隣に、現在の達成状況として、平成25年9月12日の「がん患者の倦怠感のマネジメント」の研修会が載っているが、「緩和ケア研修会フォローアップ研修会」ではなく、「在宅緩和ケアの提供体制の構築」と位置づけて掲載するべきである。国が在宅緩和ケアを推進するため、研修会を開催するよう促しており、今回、初めて筑波メディカルセンター病院と筑波大学附属病院と共催して開催した。医師、薬剤師、看護師等の職種が基本的な在宅医療のネットワークをつくり、その上に緩和ケアのネットワークをつくっていくものと考えている。
医師の緩和ケア研修会については、これまで811名が研修会を修了したが、このうち93名が診療所の医師である。この93名の診療所の医師が重要であり、この医師を核に各地域で在宅緩和ケアのネットワークをつくりたいと考えている。
　　また、ELNEC-Jコアカリキュラムの教育プログラムは、看護師の研修で国際的にも共通のカリキュラムですので、今後もしっかり継続して実施して欲しい。
　　一方、薬剤師に対する教育研修については、県で来年度以降も継続するのか。
●事務局
　　来年度も予算を計上する方向で進めている。
＜委員＞
薬剤師に対する緩和ケアの人材育成は全国的にもあまり進んでいない。医師・看護師・薬剤師の３職種の緩和ケアの研修をしっかり進めていってもらいたい。

＜委員＞
　　認定看護師について、県が支援しているが、反対に養成側の方では学生が集まらない状況があったり、認定看護師を充足している病院と全くいない病院がある。いない病院側で、学校に派遣しようという意識が低いことも問題である。どうやって全体的に看護師の資質をあげていくのかが重要な課題である。　
＜委員＞

　　がん登録については、私自身がずっと携わってきたが、ようやく法制化されるということで、がん対策を推進していくうえで大変喜ばしく思っている。
＜委員＞
　　がん登録の法制化について、以前から取り組んできたが、今国会に法案が提出されている。しかし、罹患情報は数年後、生存率はさらにその数年後に判明する。
　　新たな体制がスタートするまでの間、県は、データ収集や精度管理など、今の体制を維持して戴きたい。
＜委員＞

　　生存率調査、予後調査が義務化されていない現在は、市町村からの協力を得るのがなかなか大変である。

＜委員＞
罹患者の予後調査について、市町村からの情報提供や県外転出者の扱いについては、茨城の状況はいかがか。
●事務局
　　県内の市町村は、予後調査に協力的である。県外転出者については、再照会をかけて予後を把握している。
＜委員＞
　　予後調査で把握したデータを、医療機関に還元することで、院内がん登録の精度管理の向上も期待できる。
＜委員＞
　　がん対策推進計画のダイジェスト版は広く配布して計画の周知を行ってほしい。
また、資料のがん予防対策の推進のところで、がん予防推進員の人材育成があるが、育成しっぱなしではいけない。
　　さらに、地域がんサポートセンターや患者サロンの設置については、患者や県民の意見を充分くみ取って進めて欲しい。
＜委員＞
　　子宮頸がんワクチンの副作用についてはどのような状況なのか。子宮頸がんワクチンの普及を会として取り組んできたが、国が推奨を見合わせてしまったので、中途になっている。県では、どのような状況か。
●事務局
　　厚生労働省の方で、副反応の患者さんの状況の調査と分析を行うこととなっている。
　　子宮頸がんワクチンは４月に定期接種に位置づけられ、今も枠組みは残されているが、市町村が積極的な勧奨を行わない状況になっている。
＜委員＞
　　理論的には子宮頸がんは、検診とワクチンで100%予防出来る訳だが、今の段階では、厚生労働省の副作用の状況等の調査結果が出るまで、もう少し時間がかかりそうである。
＜委員＞
　　資料２頁の「（２）たばこ対策の推進」の箇所で、茨城県は、目標値として成人の喫煙率と20～29歳の喫煙率の目標値をそれぞれ出していて、意味のある良いことだと思う。
　　20代の喫煙率が高いことが問題であり、特にこの年代にどのようなアプローチをしているのか。
●事務局
　　職域の部分はなかなか保健行政が入りにくい領域であるが、国の茨城労働局などの関係機関や、県庁内では商工労働部と連携して、職域におけるたばこ対策にも取り組んで参りたい。
＜委員＞
　　職場の検診の機会で、産業医が予防やたばこのアドバイスをするだけでも、状況はかなり改善されると思う。目標の実現のため、職域でのたばこ対策を推進いただきたい。
禁煙認証制度については、飲食店ではどのような状況か。同じ建物内で部屋を分けただけでも認証されるのか。また、医療機関を中心に取り組む方法として、県内拠点病院内のクイットラインの設置についてはどうなのか。
●事務局
　　禁煙認証制度については、今は分煙は認めておらず、建物内完全禁煙か、敷地内禁煙での認証をしている。

　　また、拠点病院でのクイットラインの設置については、今年度、県内で手を挙げた医療機関はない。

＜委員＞
　　筑西・下妻保健医療圏は拠点病院が空白となっており、隣の古河・坂東保健医療圏では２つの拠点病院がある。つくば保健医療圏には、筑波大学附属病院と筑波メディカルセンター病院の２つ拠点病院がある。「茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－」の冊子の86頁に患者の受療動向が載っているが、筑西・下妻の保健医療圏の患者の殆どを、つくば医療圏の拠点病院で診ている現状がある。指定の推薦については、この受療動向の現実をしっかりと踏まえて考える必要があると思う。

＜委員＞

　　新たな国の要件をしっかり見極めて、拠点病院の指定を考えなければならないと思う。
●事務局
新しい要件では症例等、要件ギリギリになってしまう医療機関が出てきたり、国の集約化の考え方によると、現在複数指定されている拠点病院を、一つに絞らねばならない可能性もあり、なかなか難しい状況がある。

＜委員＞

　　重要な問題であり、今後じっくり議論していかねばならない。
＜委員＞
　「茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－」の冊子の86頁の受療動向は、あくまでも県内に限定したもので、実際は県域を越えた患者の移動もあり、これよりもっと増えたり減ったりという真の実態があると思う。これからは受療動向として、栃木県や埼玉県など県域間の動向も調査し、自治体間の連携を考えないといけない。
●事務局
患者の受療動向調査は各都道府県が独自に県内の医療機関に対し調査しているものである。調査時点の時期が多少ずれてしまうが、栃木県や埼玉県等にデータを提供して頂けるか、問い合わせ検討して参りたい。

＜委員＞

　　是非、行政の壁を越えて前向きに取り組んでください。

＜委員＞

筑西・下妻保健医療圏は実際には県境を越えたところに大きな病院があり、がん医療が空白というわけではないと思う。
＜委員＞

　　そういう意味では医療圏の在り方そのものについても考え直さないと

いけないかもしれない。これは茨城に限らない重要な指摘である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
（１）平成24年度がん対策関連事業の実績について　　　　　　　


（２）平成25年度がん対策関連事業について　　　　　　　　　　


　【資料１】【資料２】に基づき事務局から説明を行った。





（３）茨城県総合がん対策推進計画－第三次計画－の進捗管理について　　　　　　　


【資料３】に基づき事務局から説明を行った。





（４）新たながん診療提供体制について　　　　　　　


【資料４】に基づき事務局から説明を行った。
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